
平成２９年度
第１回行田市子ども・子育て会議

平成２９年７月１３日（木）
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（１） 行田市子ども・子育て支援事業計画
の見直しについて
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教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の整備並びに子ど
も・子育て支援給付及び地域子ども・子育て支援事業の円滑な実施を確保す
るための基本的な指針（平成２６年７月２日 内閣府告示）（抜粋）

第三 子ども・子育て支援事業計画の作成に関する事項

六 その他

３ 子ども・子育て支援事業計画の達成状況の点検及び評価（抄）

法の施行後、支給認定を受けた保護者の認定区分ごとの人数が、認定区分に
係る量の見込みと大きく乖離している場合には、適切な基盤整備を行うため、計
画の見直しが必要となる。このため、市町村は、支給認定の状況を踏まえ、計画
期間の中間年を目安として、必要な場合には、市町村子ども・子育て支援事業計
画の見直しを行うこと。都道府県においても、市町村子ども・子育て支援事業計画
の見直し状況等を踏まえ、必要な場合には、都道府県子ども・子育て支援事業支
援計画の見直しを行うこと。なお、この場合において見直し後の子ども・子育て支
援事業計画の期間は、当初の計画期間とすること。
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見直しの要否の基準（「支給認定を受けた保護者の認定区分ごと
の人数が、教育・保育の量の見込みと大きく乖離している場合」の
解釈）

「市町村子ども・子育て支援事業計画等に関する中間年の見直しのた
めの考え方（作業の手引き）」より

平成28年4月1日時点の支給認定区分ごと（３号認定については、０
歳児と１・２歳児ごと。以下同じ。）の子どもの実績値が、市町村計画
における量の見込みよりも10％以上の乖離がある場合（実績値／量
の見込み≦90％、110％≦実績値／量の見込みとなる場合）には、
「支給認定を受けた保護者の認定区分ごとの人数が、教育・保育の量
の見込みと大きく乖離している場合」に該当し、原則として見直しが必
要となる。
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平成２７年度の実績

当初計画

27年度

認定
区分

1号 2号 3号

3歳以上
教育
希望

3歳以上保育必要
0歳
保育
必要

1～2歳
保育
必要

教育希望
が強い

左記以外

量の見込み 718

1,058

75 367

323 735

市内施設
確保数

2,285 834 67 325

市外から
受け入れ

453 39 3 21

市外施設
利用

24 53 4 31

確保数 1,856 848 68 335

過不足数 815 113 -7 -32

実 績

27年度

認定
区分

1号 2号 3号

3歳以上
教育
希望

3歳以上保育必要
0歳
保育
必要

1～2歳
保育
必要

教育希望
が強い

左記以外

量の見込
み

1,327

792

86 382

70 722

市内施設
確保数

2,285 792 74 314

市外から
受け入れ

28 3 13

市外施設
利用

42 5 31

確保数 2,285 806 76 332

過不足数 888 84 -10 -50
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平成２８年度の実績

当初計画

28年度

認定
区分

1号 2号 3号

3歳以上
教育
希望

3歳以上保育必要
0歳
保育
必要

1～2歳
保育
必要

教育希望
が強い

左記以外

量の見込
み

699

1,030

77 357

314 716

市内施設
確保数

2,285 834 67 325

市外から
受け入れ

453 39 3 21

市外施設
利用

24 53 4 31

確保数 1,856 848 68 335

過不足数 843 132 -9 -22

実 績

28年度

認定
区分

1号 2号 3号

3歳以上
教育
希望

3歳以上保育必要
0歳
保育
必要

1～2歳
保育
必要

教育希望
が強い

左記以外

量の見込み 1,293

798

62 434

88 710

市内施設
確保数

2,285 755 76 338

市外から
受け入れ

21 2 14

市外施設
利用

42 5 31

確保数 2,285 776 79 355

過不足数 904 66 17 -79
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平成２９年度の実績見込み

当初計画

29年度

認定
区分

1号 2号 3号

3歳以上
教育
希望

3歳以上保育必要
0歳
保育
必要

1～2歳
保育
必要

教育希望
が強い

左記以外

量の見込み 680

1,003

75 346

306 697

市内施設
確保数

2,285 834 82 380

市外から
受け入れ

453 39 3 21

市外施設
利用

24 53 4 31

確保数 1,856 848 83 390

過不足数 870 151 8 44

実 績

29年度

認定
区分

1号 2号 3号

3歳以上
教育
希望

3歳以上保育必要
0歳
保育
必要

1～2歳
保育
必要

教育希望
が強い

左記以外

量の見込み 1,280

805

60 465

95 710

市内施設
確保数

2,170 770 82 351

市外から
受け入れ

21 2 14

市外施設
利用

42 5 31

確保数 2,170 791 85 368

過不足数 795 81 25 -97
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見直しの要否

・平成２８年４月１日時点

・支給認定区分ごと

・実績値／量の見込み≦90％、110％≦実績値／量の見込みの場合、見直しが必要

１号認定 1,293／699 ＝ 185％＞110％ 見直し必要

２号認定 798／1,030 ＝ 77.5％＜90％ 見直し必要

３号認定（0歳） 62／77 ＝ 80.5％＜90％ 見直し必要

３号認定（1～2歳） 434／357 ＝ 121.6％＞110％ 見直し必要
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児 童 数

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計

平成27年度
当初計画 516 557 548 562 621 581 3,385

実績値 528 541 536 642 573 592 3,412

平成28年度
当初計画 500 541 532 546 603 569 3,291

実績値 533 556 550 542 648 571 3,400

平成29年度
当初計画 486 524 516 530 584 557 3,197

実績値 438 537 561 564 545 653 3,298

各年度4月1日現在 （単位：人）

・平成２８年度及び２９年度の実績値は、それぞれ当初の推計児童数と比べて約３％微増している。

・合計実績値は、平成２７年度から平成２９年度にかけて、年々減少している。

・年齢ごとの実績値は、年度によって増加したり減少したりしている。

出典：市民課
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推計児童数

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計

平成30年度
当初計画 470 508 500 514 566 545 3,103

見直し後 451 470 540 570 564 550 3,145

平成31年度
当初計画 455 492 484 497 548 533 3,009

見直し後 468 470 490 560 560 550 3,098

各年度4月1日現在 （単位：人）

「行田市まち・ひと・しごと創生 人口ビジョン」より
人口将来展望の独自推計の０歳～１４歳人口

２０１５年 ： ９，８１３人（実績値）
２０２０年 ： ８，８８０人

年齢ごとに、平成27年度の実績値から９．５％減少させた平成32年度の人口を計算

毎年、合計児童数は減るとして、バランスを見ながら年齢ごとの児童数を算出した。

５年間で９．５％減少
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平成２９年６月２日 経済財政諮問会議
塩崎臨時議員提出資料
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育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労
働者の福祉に関する法律（平成29年10月1日施行）
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1号認定子どもに関する量の見込み

平成30年度 平成31年度

補正後の「推計児童数」（3歳以上）
（a）

1,684 1,670

補正後の1号認定の「支給認定割合」
（b）

72.4％ 72.4％

補正後の1号認定に関する「量の見込
み」 （a×b）

1,219 1,209

補正後の1号認定子どもの割合
＝（（1号認定子どもの実績値）１，２９３ ― （女性の就業増加に伴う補正値※）１８） ÷ （実績値に用いた時
点の３歳以上の小学校就学前子ども数）１，７６１
＝ ７２．４％

※平成28年女性の就業率は、72.7％。国は、子育て安心プランにおいて、平成30年度から平成34年度末までの５
年間で女性の就業率80％に対応する受け皿整備を行う。女性の就業増加分を見込むもの。

80％－ 72.7％＝7.3％ 7.3％÷7年＝1.04％ 1,761人×1.04％＝18人
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2号認定子どもに関する量の見込み

平成30年度 平成31年度

補正後の「推計児童数」（3歳以上）
（a）

1,684 1,670

補正後の1号認定の「支給認定割合」
（b）

46.3％ 46.3％

補正後の1号認定に関する「量の見
込み」 （a×b）

780 773

補正後の2号認定子どもの割合
＝（（2号認定子どもの実績値）７９８＋ （女性の就業増加に伴う補正値※） １８） ÷ （実績値に用いた時点
の３歳以上の小学校就学前子ども数）１，７６１ ＝ ４６．３％

※平成28年女性の就業率は、72.7％。国は、子育て安心プランにおいて、平成30年度から平成34年度末までの
５年間で女性の就業率80％に対応する受け皿整備を行う。女性の就業増加分を見込むもの。

80％－ 72.7％＝7.3％ 7.3％÷7年＝1.04％ 1,761人×1.04％＝18人
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3号認定（０歳）子どもに関する量の見込み

平成30年度 平成31年度

補正後の「推計児童数」（3歳以上）
（a）

451 468

補正後の1号認定の「支給認定割合」
（b）

12.8％ 12.8％

補正後の1号認定に関する「量の見
込み」 （a×b）

58 60

補正後の3号認定（0歳）子どもの割合
＝（（3号認定（0歳）子どもの実績値）６２＋ （女性の就業増加に伴う補正値※）６） ÷ （実績値に用いた時
点の３歳未満（0歳）の小学校就学前子ども数）５３３ ＝ １２．８％

※平成28年女性の就業率は、72.7％。国は、子育て安心プランにおいて、平成30年度から平成34年度末までの
５年間で女性の就業率80％に対応する受け皿整備を行う。女性の就業増加分を見込むもの。

80％－ 72.7％＝7.3％ 7.3％÷7年＝1.04％ 533人×1.04％＝6人
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3号認定（1～2歳）子どもに関する量の見込み

平成30年度 平成31年度

補正後の「推計児童数」（3歳以上）
（a）

1,010 960

補正後の1号認定の「支給認定割
合」 （b）

40.3％ 40.3％

補正後の1号認定に関する「量の見
込み」 （a×b）

407 387

補正後の3号認定（1～2歳）子どもの割合
＝（（3号認定（ 1～2歳）子どもの実績値）４３４＋ （女性の就業増加に伴う補正値※）１２ ） ÷ （実績値に
用いた時点の３歳未満（1～2歳）の小学校就学前子ども数）１，１０６ ＝ ４０．３ ％

※平成28年女性の就業率は、72.7％。国は、子育て安心プランにおいて、平成30年度から平成34年度末まで
の５年間で女性の就業率80％に対応する受け皿整備を行う。女性の就業増加分を見込むもの。

80％－ 72.7％＝7.3％ 7.3％÷7年＝1.04％ 1,106人×1.04％＝12人
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平成30年度量の見込みに対する確保方策（案）

当初計画

30年度

認定
区分

1号 2号 3号

3歳以上
教育
希望

3歳以上保育必要
0歳
保育
必要

1～2歳
保育
必要

教育希望
が強い

左記以外

量の見込み 662

974

72 335

297 677

市内施設
確保数

2,285 834 82 380

市外から
受け入れ

453 39 3 21

市外施設
利用

24 53 4 31

確保数 1,856 848 83 390

過不足数 897 171 11 55

見直し案

30年度

認定
区分

1号 2号 3号

3歳以上
教育
希望

3歳以上保育必要
0歳
保育
必要

1～2歳
保育
必要

教育希望
が強い

左記以外

量の見込み 1,219

780

58 407

70 710

市内施設
確保数

1,995 856 82 370

市外から
受け入れ

21 2 14

市外施設
利用

42 5 31

確保数 1,995 877 85 387

過不足数 706 167 27 -20
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平成31年度量の見込みに対する確保方策（案）

当初計画

31年度

認定
区分

1号 2号 3号

3歳以上
教育
希望

3歳以上保育必要
0歳
保育
必要

1～2歳
保育
必要

教育希望
が強い

左記以外

量の見込み 642

947

70 325

289 658

市内施設
確保数

2,285 834 82 380

市外から
受け入れ

453 39 3 21

市外施設
利用

24 53 4 31

確保数 1,856 848 83 390

過不足数 925 190 13 65

見直し案

31年度

認定
区分

1号 2号 3号

3歳以上
教育
希望

3歳以上保育必要
0歳
保育
必要

1～2歳
保育
必要

教育希望
が強い

左記以外

量の見込み 1,209

773

60 387

10 763

市内施設
確保数

1,995 856 82 370

市外から
受け入れ

21 2 14

市外施設
利用

42 5 31

確保数 1,995 877 85 387

過不足数 776 114 25 0
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確 保 方 策

①教育ニーズ（１号）

・認定こども園への移行を希望する幼稚園については、情報提供及び支援を行う。

・平成３１年度までに３園の移行を想定する。

②保育ニーズ（２号、３号）

・地域型保育事業所の創設を支援し、保育ニーズの高い低年齢児の受け皿の整備を行う。
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（２） 地域型保育事業所の整備について
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認可を予定している地域型保育事業者 （1）

平成３０年４月１日事業開始予定で認可を予定している地域型保育事業者

事 業 所 名 学校法人 むさしの学園 （仮称）やなぎきらめきの森保育園

事 業 の 類 型 小規模保育事業（Ａ型）

設 置 者 氏 名 学校法人 むさしの学園 理事長 伊藤 貴史

事 業 所 所 在 地

行田市大字渡柳５５８番１、５５８番２の一部 やなぎ幼稚園敷地内

目 的
幼児教育の実績を基に、良質な乳幼児教育・保育を実践し、地域

及び日本国に貢献していくことを目的とする。
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認可を予定している地域型保育事業者 （2）

利 用 定 員 （ 予 定 ） ０歳児：６人、１歳児：６人、２歳児：７人 合計１９人

連 携 施 設 （ 予 定 ） やなぎ幼稚園

建 物 延 面 積
及 び 構 造

４５１．８０㎡ 鉄骨造２階建

施 設

０歳児保育室 ２９．３０㎡
１・２歳児保育室 ３５．２０㎡
調理室 ６０・００㎡
便所 ２２．４０㎡
その他（多目的ホール、事務室、配膳室等）

３０４．９０㎡

※多目的ホールは、入所児及びその保護者等の集会や入所児の
プレイルームとして使用する。
園庭 ２,７５０．７４㎡
※やなぎ幼稚園と園庭を共用する。

施 行 計 画
着工予定年月日 平成２９年９月 １日
完成予定年月日 平成３０年３月１０日
開所予定年月日 平成３０年４月 １日
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近隣保育所の入所者居住地の状況

平成29年6月1日現在

埼玉
55%

星河
12%

佐間
11%

下忍
7%

太井
6%

太田
5%

持田
3%

長野
1%

埼玉保育園

埼玉 星河 佐間 下忍 太井 太田 持田 長野

持田
57%

下忍
25%

太田
6%

忍
6%

星宮
6%

鴻巣の保育所等

持田 下忍 太田 忍 星宮

佐間
24%

持田
20%

長野
19%

下忍
10%

太井
8%

忍
7%

星河
6%

埼玉
5%

南河原
1%

和光保育園

佐間 持田 長野 下忍 太井 忍 星河 埼玉 南河原
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市内施設確保数

1号

教育希望が強い 左記以外

平成27年度 834 67 325

834 67 325

増減 0 0 0

834 82 380

増減 0 15 55

834 82 380

増減 0 0 0

834 82 380

増減 0 0 0

平成29年4月1日変更

▲ 27 4 3

▲ 10 ▲ 5 5

3 16

▲ 37 2 24

平成30年4月1日変更予定

6 13

2号 3号

3歳以上
教育希望

3歳以上保育必要 0歳
保育必要

1～2歳
保育必要

2,285

2,285

2,285

2,285

2,285

0

0

0

0

平成28年度

平成29年度

平成30年度

平成31年度

やなぎきらめきの森保育園

若葉保育園

埼玉保育園

こどものみらい園
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